
 

  

公  告 

 

次のとおり一般競争入札（紙入札）に付します。 

なお、入札等については、関係法令に定めるもののほか、本公告によるものとします。 

 

令和７年11月28日 

                            愛知県中警察署長    

１ 対象工事 

(1) 工事名 

中警察署における直流電源装置蓄電池取替工事 

(2) 工事場所 

名古屋市中区千代田二丁目地内 

(3) 工期 

契約締結日の翌日から令和８年３月31日まで 

(4) 工事の概要   

直流電源装置の蓄電池取替工事 一式 

(5) 予定価格等 

ア 予定価格 

金 5,817,900円（うち消費税及び地方消費税の額 金 528,900円） 

イ 最低制限価格 有 

(6) 入札方法等 

ア この入札は、紙入札により実施するため、入札参加者は、入札書に必要な事項

を記載したものを封筒に入れ、入札書の提出期限までに提出しなければなりませ

ん。 

イ 詳細な入札方法等は、入札説明書及び愛知県警察入札者心得書（以下「入札者

心得書」という。）によるものとします。 

ウ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。 

エ 入札の回数は１回とし、再入札は行いません。 

オ 入札書とともに工事費内訳書を封筒に入れて提出してください。 

２ 競争参加資格 

本件工事の入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を備えた者とします。 

(1) 電気工事業について、令和６年度及び令和７年度に愛知県建設局、都市・交通局又

は建築局が発注する建設工事の競争入札に参加する資格を有する者であること。 



 

  

(2) 一般競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」という。）の提出日から本

件工事の落札決定までの間、愛知県警察建設工事指名停止取扱要領に基づく指名停

止（以下「指名停止措置」という。）を受けていないこと。 

(3) 確認申請書の提出日から本件工事の落札決定までの間、「愛知県が行う事務及び事

業からの暴力団排除に関する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県

警察本部長締結。以下「合意書」という。）に基づく排除措置を受けていないこと。 

なお、排除措置の対象となる法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）

は、次に掲げるものです。 

(ｱ) 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者そ

の他経営又は運営に実質的に関与している者、その他の団体にあっては法人の役

員等と同様の責任を有する代表者及び理事等その他経営又は運営に実質的に関与

している者、個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者その他経営

又は運営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）に暴力団員（暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に

規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団関係者（暴力団員ではないが

同条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、

その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者をいう。以下同じ。）が

いる法人等 

(ｲ) 役員等又は使用人が、暴力団員若しくは暴力団関係者（以下「暴力団員等」と

いう。）若しくは暴力団の威力又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関

与している法人等を利用するなどしている法人等 

(ｳ) 役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しく

は運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人等 

(ｴ) 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難 されるべき関係

を有している法人等 

(ｵ) 役員等又は使用人が、(ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する法人等であること

を知りながら、これを利用するなどしている法人等 

(4) 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条の規定により、電気工事業について特定

建設業又は一般建設業の許可を受けていること。 

(5) この入札に参加する営業所を愛知県内に置き、当該営業所で電気工事業を営んでい

ること。なお、「営業所」とは、建設業法第３条に規定する営業所をいいます。 

(6) 令和６年度及び令和７年度の愛知県建設局、都市・交通局及び建築局における入札

参加資格の認定において、認定された電気設備工事の総合点数が760点以上であるこ

と。 

(7) 建設業法第26条に定める電気工事業に係る主任技術者を配置できること。 

(8) 元請けとして、過去10年間（平成26年４月１日から確認申請書を提出する前日ま

で）に、電気工事を完了し、及び引き渡した実績（建設工事共同企業体の構成員とし

ての実績を除く。）があること。 

(9) (7)により配置予定の技術者は、確認申請書を提出する日の前日までに元請けとし

て完了し、及び引き渡した(8)に掲げる工事と同種の工事に従事した経験を有する者

であること。この場合において、「同種の工事に従事した経験」は、主任技術者、監

理技術者、監理技術者補佐又は現場代理人として経験したもののほか、現場担当者、

現場主任等の技術者として従事した経験であっても添付資料で確認ができるもので

あればよいものとします。 



 

  

(10) 経常建設共同企業体でないこと。 

(11) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者で

あること。 

(12) 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申立て

がなされている者又は会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生

手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、民事再生法に基づく再生

手続開始の決定を受けた者又は会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者

で、再度の入札参加資格審査の申請を行い認定を受けた者については、再生手続開

始又は更生手続開始の申立てがなされなかった者とみなします。 

 (13) 入札参加を希望する者の間に次の基準のいずれかに該当する関係がないこと。 

なお、上記の関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で連

絡をとることは、入札者心得書第12の規定に抵触するものではありません。 

ア 資本関係 

次のいずれかに該当する二者の場合 

(ｱ) 親会社等と子会社等の関係にある場合 

(ｲ) 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、(ｱ)については、会社等の一方が、

再生手続が存続中の会社等又は更生会社である場合を除く。 

(ｱ) 一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

(ｲ) 一方の会社等の役員が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

(ｳ) 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

ウ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合その

他上記ア又はイと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

(14) 愛知県警察が定める誓約書及び法人等の役員等に係る名簿が提出されていること。 

３ 入札説明書の交付方法等 

(1) 入札説明書の交付方法 

令和７年11月28日（金）から令和７年12月８日（月）まで（日曜日及び土曜日を

除く。）の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）の間、(3)の

場所において随時交付します。 

(2) 設計図書の閲覧及び貸与 

ア 閲覧方法 

本件工事に係る図面、仕様書及び参考数量内訳書（以下「設計図書」という。）

は、令和７年11月28日（金）から令和７年12月８日（月）まで（日曜日及び土曜日

を除く。）の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）の間、

(3)の場所において閲覧できます。 

イ 貸与方法 

本件工事に係る設計図書は、確認申請書、誓約書、役員等名簿その他の入札説明

書で示す入札参加資格を確認できる書類（以下「証明書類」という。）を提出し、

入札参加資格があると認められた者に対し、(3)の場所において貸与します。 

貸与した設計図書は、５の(2)の入札書等の提出及び開札の日時までに(3)の場所



 

  

に返却してください。 

(3) 関連情報を入手するための照会窓口 

名古屋市中区千代田二丁目23番18号 

愛知県中警察署会計課  電 話（052）241－0110（内線230） 

            ＦＡＸ（052）241－0094（直通） 

(4) 入札公告に対する質問及び回答 

ア この公告に対する質問は、次のとおり文書（自由様式）を持参し、又はファク

シミリを送信することにより提出してください。 

(ｱ) 受付場所 

(3)に同じ。 

(ｲ) 受付期間 

令和７年11月28日（金）から令和７年12月４日（木）まで（日曜日及び土曜日

を除く。）の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。なお受

付最終日については午前９時から正午までとします。） 

イ 上記の質問に関する回答は、質問書を受領後、速やかに行います。 

なお、その回答書は、次のとおり閲覧に供します。 

(ｱ) 閲覧場所 

(3)に同じ。 

(ｲ) 閲覧期間 

回答をした後から令和７年12月５日（金）まで（日曜日及び土曜日を除く。）

の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

(5) 設計図書に対する質問及び回答方法 

設計図書の貸与時に提示します。 

４ 入札参加資格の確認等 

(1) 競争入札参加者に要求される事項 

入札に参加を希望する者は、確認申請書及び証明書類を３(3)の場所に持参し、又

は郵送（書留郵便に限る。）により提出し、入札参加資格の確認を受けなければなり

ません。期限までに確認申請書及び証明書類を提出していない者並びに入札参加資

格がないと認められた者は、入札に参加することができません。 

(2) 確認申請書及び証明書類の提出期間 

令和７年11月28日（金）から令和７年12月８日（月）まで（日曜日及び土曜日を

除く。）の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

※郵便（書留郵便に限る。）の場合は、提出期間内に必着すること。 

(3) 入札参加資格の確認結果の通知 

入札参加資格の確認結果は、令和７年12月10日（水）に通知を予定しています。 

(4) 入札参加資格がないと認められた者に対する理由説明 

ア 理由説明申立て 



 

  

入札参加資格がないと認められた者は、その理由の説明を求めること（以下「理

由説明申立て」という。）ができますが、入札参加資格がない旨の通知を受けた日

の翌日から起算して５日以内（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和

23年法律第178号）に規定する休日（以下「休日」という。）を除く。）にその旨を

記載した書面を３(3)の場所に提出しなければなりません。 

イ 理由説明申立てに対する回答 

入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明は、理由説明申立てがで

きる最終日の翌日から起算して５日以内（日曜日、土曜日及び休日を除く。）に書

面で行います。 

(5) その他 

ア 確認申請書及び証明書類の提出に係る費用は、申請者の負担とします。 

イ 提出された書類は、申請者に返却しません。また、原則として公表せず、無断

で使用しません。 

ウ 提出期限以降における証明書類の差替え及び再提出は認めません。 

５ 入札の執行 

(1) 入札書及び工事費内訳書の提出 

入札参加資格があると認められた者は、入札書に必要事項を記載し、工事費内訳

書とともに封筒に入れ、(2)の日時及び場所に持参により提出してください。 

なお、提出した入札書は、その事由のいかんにかかわらず、書換え、引換え、又

は撤回することはできません。また、代理人により入札する場合は、委任状を提出

してください。 

(2) 入札書等の提出及び開札の日時及び場所 

 令和７年12月17日（水）午後１時 

 愛知県中警察署８階 講堂 

(3) 開札 

開札は、入札参加者又はその代理人を立ち会わせて行います。この場合において、

入札参加者又はその代理人が立ち会わないときは、当該入札事務に関係のない職員

を立ち会わせて行います。 

６ 入札保証金 

入札に参加しようとする者は、見積金額の100分の５以上の金額の入札保証金（愛知

県財務規則（昭和39年愛知県規則第10号。以下「財務規則」という。）第152条の４に

定める入札保証金に代わる担保を含む。）を開札期日までに納めなければなりません。 

ただし、入札参加資格の確認後、財務規則第152条の３の規定により、入札保証金の

全部又は一部の納付を免除された場合は、この限りではありません。入札保証金の納

付が必要な場合は、別途連絡します。 

７ 入札の無効 

(1) 財務規則第152条（入札の無効）に該当する入札は、無効とします。 



 

  

(2) この公告及び入札説明書に示す入札に必要な参加資格のない者が行った入札、証明

書類に虚偽の記載をした者が行った入札及び入札者心得書において示す入札に関す

る条件に違反した入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合

は、落札決定を取り消します。落札決定時において２に掲げる資格のない者は、入

札参加資格のない者に該当します。 

(3) 工事費内訳書の内容に不備（入札書の提出者名の誤記、工事件名の誤記、入札金額

と工事費内訳書の金額の著しい相違等）がある場合は、無効とします。 

８ 落札者の決定方法 

１(5)アの予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の入札価格のうち、最低の価

格をもって入札をした者を落札者とします。 

なお、予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の入札価格のうち、最低の価格

をもって入札をした者が複数いた場合は、くじにより落札者を決定します。 

９ 契約書の作成の要否 

要（愛知県公共工事請負契約約款のとおり。） 

10 契約の保証 

(1) 落札者は、財務規則第129条の２の規定に基づく契約保証金を納めなければなりま

せん。 

(2) 落札者が、次のいずれかに該当するときは、契約保証金の全額又は一部の納付を免

除するものとします。 

ア 県を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

イ 県を債権者とする公共工事履行保証証券による保証を付したとき。 

(3) 契約保証金の納付は、次に掲げる担保の提供をもって代えることができます。 

ア 有価証券（利付き国債又は愛知県公債）の提供 

イ 銀行等（出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和29年法

律第195号）第３条に規定する金融機関）又は保証事業会社（公共工事の前払金保

証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定する保証事業会

社）の保証 

(4) (1)から(3)までに掲げる契約の保証は、契約の締結時までに付さなければならない。 

11 支払条件 

愛知県公共工事請負契約約款（以下「約款」という。）の規定及び特約条項に基づき

前金払及び部分払を行いますが、その条件については次のとおりとします。 

(1) 前金払 

  約款第36条第１項の前金払の率は、10分の４とする。 

(2) 中間前金払 

ア 中間前払金の支払請求は、工期の２分の１を経過し、かつ、工程表によりその

時期までに実施すべき作業が行われ、その進捗において要した経費が請負代金額

の２分の１以上に相当するものでなければすることができない。 



 

  

イ 中間前金払を行う前に請負代金額が減額となった場合は、前払金及び中間前払

金の合計額が、請負代金額に10分の６の割合を乗じて得た額を超えてはならない。 

ウ 中間前金払を行う前に部分払を請求した場合は、中間前払金を請求することは

できない。 

(3) 部分払 

中間前払金を請求した場合は、部分払を請求することはできない。ただし、当該

年度末において工事を完成させることができなかった場合は、当該年度末に部分払

を請求することができる。 

12 関連情報を入手するための照会窓口 

３(3)に同じ。 

13 特定の不正行為に対する措置 

(1) 本件契約に関し、談合、贈賄等の不正な事実が判明した場合は、損害賠償を請求し

ます。また、損害賠償の請求に併せて本件契約を解除することがあります。 

(2) 本件契約に関し、妨害（不法な行為等で業務履行の障害となるものをいう。）又は

不当要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権利若しくは正当な利益がないにも

かかわらずこれを要求し、又はその要求の方法、態様若しくは程度が社会的に正当

なものと認められないものをいう。）を受けた場合は、速やかに県に報告するととも

に警察へ被害届を提出しなければなりません。これを怠った場合は、指名停止措置

又は競争入札による契約若しくは随意契約において契約の相手方としない措置を講

じることがあります。 

(3) 契約を締結するまでの間に、落札者が愛知県警察建設工事指名停止取扱要領の別表

各号に掲げる措置要件のいずれかに該当することが明らかになった場合又は合意書

２に掲げる排除措置の対象となる法人等（以下「排除措置対象法人」という。）のい

ずれかに該当することが明らかになった場合は、原則として契約を締結しません。

この場合は、愛知県は一切の損害賠償の責を負わないものとします。 

(4) 本件契約の締結後、請負者が排除措置対象法人のいずれかに該当することが明らか

になった場合は、本件契約を解除し、損害賠償を請求することがあります。 

(5) 暴力団の排除措置により生じる損害の賠償について、合意書１(7)アに規定する排

除措置を受けた場合は、解除条項に基づき損害賠償を請求することがあります。 

(6) 本件契約の履行に当たって、請負者が工事の下請契約又は資材、原材料の購入契約

その他の契約（以下「下請契約等」という。）を締結した場合において、下請契約等

の相手方が排除措置対象法人のいずれかに該当することが明らかになった場合は、

下請契約等の解除を求めることがあります。この場合において、請負者が下請契約

等の解除に応じなかったときは、請負者との契約を解除し、損害賠償を請求するこ

とがあります。この場合は、愛知県は一切の損害賠償の責を負わないものとします。 

(7) 本件工事の施工中又は施工後に、施工体制等について点検・調査を行うことがあり

ます。点検・調査の対象となった場合は、請負者は、当該点検・調査に協力しなけ



 

  

ればなりません。この場合において、請負者が点検・調査に協力しなかったとき又

は点検・調査に虚偽の申告をしたときは、指名停止措置を講じることがあります。 

(8) 証明書類に虚偽の記載をした場合は、指名停止措置を講じることがあります。また、

証明書類の記載内容が不明確で本件工事の入札参加資格を確認できない場合は、説

明を求めることがあります。 

14 特約条項（特に定めた契約条項） 

(1) 談合その他不正行為に係る賠償金の支払い 

請負者が発注者に入札者心得書第12の誓約書を提出しているときは、約款第54条

第２項を適用する。 

(2) 労働者の使用制限 

ア 請負者は、請負者又は請負者から委託された者が本件工事を履行するために使

用する労働者について、あらかじめ、発注者の定めるところにより、その氏名そ

の他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの者を変更するとき

も同様とする。 

イ 発注者は、アによる通知があった労働者が次の(ｱ)から(ｵ)までのいずれかの者

に該当すると認められるときは、請負者に対し、本件工事に従事させないことそ

の他必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

(ｱ) 暴力団員等 

(ｲ) 暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的

に関与している法人等を利用するなどしている者 

(ｳ) 暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与

している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持

運営に協力し、又は関与している者 

(ｴ) 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(ｵ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを利用

するなどしている者 

ウ 請負者は、イによる請求があったときは、当該請求に係る事項について必要な

措置をとることを決定し、請求を受けた日から10日以内に、その結果を発注者に

通知しなければならない。 

エ 発注者は、イの請求をした場合において、請負者が正当な理由なく当該請求に

従わなかったときは、この契約を解除することができるものとし、このため請負

者に損害が生じても、発注者はその責めを負わないものとする。 

オ 発注者は、工事目的物の完成後に、エにより本件契約を解除したときは、これ

によって生じた発注者の損害の賠償を請負者に請求することができる。 

カ 請負者は、工事目的物の完成前に、エにより本件契約が解除されたときは、請

負代金額の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払

わなければならない。 



 

  

(3) 警察情報の保秘 

ア 請負者は、本件工事に関して知り得た警察に関する情報を本件工事にのみ利用

し、他の目的に供してはならない。本件工事が完了し、又は解除された場合にお

いても同様とする。 

イ 請負者は、本件工事を履行するために使用する労働者に対し、在職中又は退職

後においても、本件工事に関し知り得た警察に関する情報を漏洩しないよう周知

徹底しなければならない。 

(4) 個人情報の取扱い 

本件契約の事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、愛知県警察が

定める個人情報取扱特記事項を遵守しなければならない。 

15 配置予定の技術者に関する補足事項 

(1) 落札者は、証明書類に記載した配置予定の技術者を本件工事の現場に配置しなけれ

ばなりません。 

(2) 証明書類の提出時に配置予定の技術者を特定できない場合は、複数の候補者を記

載することができますが、記載する全ての者がこの公告及び入札説明書に示す

技術者としての条件を有していなければなりません。 

(3) 実際の工事に当たって、証明書類に記載した配置予定の技術者を変更できるのは、

死亡、疾病、出産、育児、介護又は退職等の場合に限ります。 

16 その他 

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に

限ります。 

(2) 現地説明会等 

証明書類の作成説明会及び現地説明会は、実施しません。 

(3) 工期の変更 

１(3)に示す工期は、事情により変更することがあります。 

(4) 公正かつ適正な入札の確保 

入札参加者は、この公告、入札説明書及び入札者心得書を熟読し、公正かつ適正

に入札してください。 

(5) 問い合わせ先 

３(3)に同じ。 


